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増減率

(1) 1,614 △223 △12.1% △86 1 ,500

業務粗利益 (2) 5,631 △564 △9.1% 5,685

資金利益 (3) 3,779 △234

うち国内預貸金利益
*1 (4) 3,058 △250

フィー収益 (5) 1,606 △80

フィー収益比率 (6) 28.5% +1.2% 30.0%

信託報酬 (7) 179 △33

役務取引等利益 (8) 1,427 △47

その他業務粗利益 (9) 245 △249

うち債券関係損益（先物込） (10) 55 △251

経費（除く銀行臨時処理分） (11) △3,449 △4 △0.1% △3,460

経費率 (12) 61.2% +5.6% 60.8%

実質業務純益※2 (13) 2 ,182 △568 △20.6% 2 ,225

株式等関係損益（先物込） (14) 32 ＋49

与信費用 (15) 174 ＋433

その他の臨時・特別損益 (16) △108 △137

(17) 2 ,282 △223 △8.9%

(18) 19 .0 ＋2.0 +11 .7% 20 .0

(19) 66.89 △8.84

(20) 786.94 ＋81.13
1株当たり純資産

（BPS、円）

親会社株主に帰属する
当期純利益

2018/3期

目標

2017/3期
前期比増減 '16/11

公表
目標比

1株当たり当期純利益

（EPS、円）

HD連結（億円）

税金等調整前

当期純利益

1株当たり配当金
（年間・円）

2017年3月期 決算の概要

*1. 国内預貸金利益： 銀行勘定（譲渡性預金を含む） *2. 信託勘定不良債権処理額、一般貸倒引当金繰入額を除いた業務純益
*3. 利益にマイナスの場合は「△」を付して表示

親会社株主に帰属する当期純利益：1,614億円

前期比△223億円（△12.1％）、目標比△86億円

実質業務純益の減益 ： 【前期比】△568億円・・・(13)

与信費用の改善 ： 【前期比】＋433億円・・・(15)

実質業務純益：2,182億円

業務粗利益 ： 5,631億円、【前期比】△564億円（△9.1％）

国内預貸金利益（銀行合算） ：【前期比】△250億円

・預貸金利回り差が△11bp低下も、中小企業向けや
住宅ローンを中心として貸出金残高は前期比増加。

債券関係損益（先物込） ：【前期比】△251億円

フィー収益（信託報酬＋役務取引等利益）：【前期比】△80億円

・金融商品販売は減益も、法人ソリューション収益や

ローン収益等で一部補完。

経費：△3,449億円、【前期比】△4億円（△0.1％）

資本政策：期初方針通りに進捗

 第6種優先株（750億円）の取得・消却を実施し、

１株当たり普通配当を２円増配。

親会社株主に帰属する当期純利益の
通期業績目標（2018/3期）： 1,500億円

普通配当（2018/3期）： １株当たり＋１円の増配を計画

年間19円⇒20円、うち中間10円
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(1) 5,631 △564 5,177 △542 3,522 1,221 433 454 △21

資金利益 (2) 3,779 △234 3,729 △225 2,411 987 330 49 △8

うち国内預貸金利益 (3) 3,058 △250 1,929 839 288

信託報酬 (4) 179 △33 179 △33 179 △0 ＋0

役務取引等利益 (5) 1,427 △47 1,032 △36 743 212 77 394 △10

その他業務粗利益 (6) 245 △249 236 △246 188 20 26 9 △2

うち債券関係損益（先物込） (7) 55 △251 55 △251 30 0 23 -        -        

(8) △3,449 △4 △3,267 △3 △2,142 △748 △376 △182 △0

実質業務純益*1 (9) 2,182 △568 1,909 △546 1,379 472 57 273 △21

株式等関係損益（先物込） (10) 32 ＋49 32 ＋51 △3 26 9 0 △2

与信費用 (11) 174 ＋433 182 ＋417 147 8 26 △7 ＋15

その他の臨時・特別損益 (12) △108 △137 △107 △111 △98 △13 4 △1 △25

(13) 2,282 △223 2,017 △190 1,425 495 97 264 △33

税金費用等 (14) △667 △0 △582 △7 △411 △148 △22 △85 ＋7

(15) 1,614 △223 1,435 △197 1,013 347 75 179 △25

銀行合算

前期比

業務粗利益

（億円）
HD連結 連単差

りそな

銀行

埼玉

りそな

銀行

近畿

大阪

銀行前期比 前期比

（親会社株主に帰属する）

当期純利益

経費（除く銀行臨時処理分）

税引前（税金等調整前）

当期純利益

2017年3月期 損益内訳

*1. 信託勘定不良債権処理額、一般貸倒引当金繰入額を除いた業務純益 2



（億円）

株式等
関係損益
（先物込）

＋49

与信
費用

＋433

実質業務純益△568

その他
損益

△137
税金費用等

△0

期間損益の前期比増減要因

国内
預貸金利益
（銀行合算）

△250

左記以外の
資金利益

＋15
フィー収益*1

△80
その他

業務粗利益

△249
経費

△4

資金利益 △234

業務粗利益 △564

前期比△223
（△12.1％）

*1. 役務取引等利益＋信託報酬

HD連結

 実績値
 2016/3 △16
 2017/3    32  

 実績値
 2016/3  △258
 2017/3 174（戻入）

 退職給付費用
（臨時） △148

（銀行合算）
有証利配 △41

（うち投信等△31）
社債関連 ＋53

 債券関係損益（先物込）△251
うち円債 △197
うち外債 △53

平残要因 ＋43
利回り要因 △293

（銀行合算）
ローン役務収益＋54
不動産 ＋1
年金・証券信託 △31
投信・保険 △107

2016/3期

親会社
株主に
帰属
する
当期

純利益

1,838

2017/3期

親会社
株主に
帰属
する
当期

純利益

1,614
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1.62%
1.49%

1.39%
1.28%

1.14%
1.55%

1.44%
1.35%

1.25%
1.13%

0.06%
0.04%

0.03% 0.03%
0.01%

0.00%

0.05%

0.10%

0.15%

0.20%

0.25%

0.30%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2013/3期 2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期

貸出金利回り

預貸金利回り差

預金利回り(右軸）

25.23
25.70 

26.06 
26.73 

27.11

+0.42%
+1.84% +1.41%

+2.56%
+1.44%

‐20%

0%

20

25

2013/3期 2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期

貸出金平残 前期比（右軸）

前期比 前期比

(1) 27.63 +1.39%

平残 (2) 27.11 +1.44% 27.43 +1.17%

利回り (3) 1.14% △0.13% 1.06% △0.08%

収益 (4) 3,108 △318 2,912 △196

平残 (5) 15.73 +1.10% 15.86 +0.82%

利回り (6) 0.97% △0.16% 0.89% △0.08%

平残 (7) 10.42 +1.96% 10.60 +1.77%

利回り (8) 1.43% △0.09% 1.35% △0.08%

平残 (9) 39.66 +4.15% 39.37 △0.74%

利回り (10) 0.01% △0.01% 0.01% △0.00%

費用 (11) △50 ＋68 △41 ＋8

利回り差 (12) 1.13% △0.11% 1.05% △0.08%

利益 (13) 3,058 △250 2,870 △187

2018/3期

計画
（平残：兆円、収益・費用：億円）

貸出金

貸出金平残（銀行勘定）

2017/3期

実績

預貸金

国内
コンシューマー

部門*2

コーポレート
部門（公共除）

*1

預金＋ＮＣＤ　

貸出金・預金の平残・利回り

貸出金平残、前期比増減率（国内）貸出金・預金の平残、利回り、利回り差

*1. 社内管理計数、コーポレート部門（公共除）： 一般貸出 ＋ アパートマンションローン
*2. 社内管理計数、コンシューマー部門： 自己居住用住宅ローン ＋ 消費性ローン

預貸金利回り・利回り差（国内）

（兆円）

銀行合算

+3.9％+4.0％中小貸平残（管理計数）
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23.19 23.66 24.18 24.52 25.42 

10.07 10.13 10.51 11.25 
12.61 

2.18 2.00
2.03

2.49

2.68

35.44 35.79
36.73

38.27

40.72

2013/3末 2014/3末 2015/3末 2016/3末 2017/3末

その他

法人

個人

9.74 10.00 10.20 10.32 10.52 

3.21 3.21 3.21 3.17 3.13 

9.70 9.69 10.02 10.15 10.49

4.02 4.07 4.30 4.28 4.24

26.68 26.98 27.75 27.93 28.41

2013/3末 2014/3末 2015/3末 2016/3末 2017/3末

コーポレート部門（その他大企業等）

コーポレート部門（中小企業）

コーポレート部門（アパートマンションローン）

コンシューマー部門（自己居住用住宅ローン＋消費性ローン）

貸出金・預金末残

貸出金末残 預金末残

銀行合算

*1

*1. りそな銀行からりそなホールディングスへの貸出を含む
（2013/3末0.19兆円、2014/3末～2016/3末 0.30兆円、2017/3末 0.26兆円）

5

兆円、（）内は
前期比増減率

兆円、（）内は
前期比増減率

（+1.7％）

（△0.8％）

（＋3.4％）

（△1.1％）

（＋1.9％）

（+6.4％）

（+7.6％）

（+12.0％）

（+3.6％）



9.44 9.70 9.90 10.01 10.21

3.21 3.21 3.21 3.17 3.13

12.65 12.91 13.12 13.18 13.35

2013/3末 2014/3末 2015/3末 2016/3末 2017/3末

アパートマンションローン

自己居住用住宅ローン

1.09 1.05 
0.96 

0.88 

1.05 

0.13 
0.10 

0.07 
0.13 

0.14 

0.33 

0.31 

0.31 
0.28 

0.28 

1.55 
1.47 

1.35 
1.29 

1.48 

2013/3期 2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期

アパートマンションローン

フラット35

自己居住用住宅ローン

（兆円）

住宅ローンビジネス

住宅ローン実行額 住宅ローン末残

（+2.0％）

銀行合算

（△1.1％）

（+1.2％）

6

兆円、（）内は
前期比増減率



126 114 144 180 その他, 200

530 532 552 553
決済関連

570

83 112
133 134 不動産, 140124 139
164

186
法ソリ, 210268 260

250
218

信託関連

220125 132
133 120

236 245 146 103
投信 販売手数料,  12092

155 162
110

保険, 1101,587
1,692 1,687 1,606

（△4.7%）

連結フィー収益

1,710
（＋6.4%）

26.0%
26.7% 27.2%

28.5%

30.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

‐100

400

900

1,400

1,900

2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期

フィー収益

2017/3期の連結フィー収益比率は28.5％

（計画）

連結フィー収益比率*1

HD連結

億円、（）内は
前期比増減率

*1. （役務取引等利益＋信託報酬）／業務粗利益
*2. 内為、口振、EB、VISAデビットおよびりそな決済サービス(株)、りそなカード(株)の役務利益

*2

（計画）
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投信 信託報酬・ファンドラップ
140



119 125 132 133 120

208 236 245
146

103

327
361 377

279
224

9,727 
11,852  12,251 

8,319 
5,731 

‐20,000

‐15,000

‐10,000

‐5,000

0

5,000

10,000

15,000

0

300

600

2013/3期 2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期

販売手数料

信託報酬

販売額

62 72

133 139

85

21 19

21 22

2484 92

155 162

110

3,178 
2,732 

3,607  3,793 

2,285 

‐2,000

0

2,000

4,000

0

100

200

2013/3期 2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期

収益額（平準払）

収益額（一時払）

販売額

1.95 1.91 2.07 1.87 1.75

1.54 1.62 1.72 1.88 1.88

0.74 0.75 0.67 0.54 0.44
0.22 0.23 0.25 0.20 0.20
4.47 4.53 4.71 4.51 4.28

16.1% 16.0% 16.2% 15.4%
14.3%

0%

5%

10%

15%

2013/3末 2014/3末 2015/3末 2016/3末 2017/3末

外貨預金・

実績配当型金銭信託

公共債

保険

投資信託・ファンドラップ

資産形成サポート

商品比率*1

資産形成サポートビジネス

個人向け資産形成サポート商品残高

（兆円）

保険

銀行合算

 投信・FW、保険利用先数
2017/3末： 64万先

 うちNISA口座数：19万口座

（億円）

*1. 資産形成サポート商品比率＝個人向け資産形成サポート商品残高／（個人向け資産形成サポート商品残高＋個人預金（円貨））
*2. 社内管理計数

ファンドラップ残高：
‘17/3末 約500億円

投資信託の純流入額
（販売－解約・償還）：
‘17/3期 約△1,400億円

投資信託・ファンドラップ

（億円）
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210
237 225 211

180

20

30 35
38

37

231

268 260 250

218

2013/3期 2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期

承継信託機能関連収益

年金・証券信託収益

61 62
87 97 96

17 20

24

35 38

78 83 

112 

133 134 1,334 1,463 1,620
1,872

2,241

 (2,500)

 (2,000)

 (1,500)

 (1,000)

 (500)

 -

 500

 1,000

 1,500

 2,000

 2,500

0

50

100

150

2013/3期 2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期

収益（個人）
収益（法人）
仲介件数（右軸）

（件）

78 83 91
108

129

32 28
35

40

34

8 13
13

15

22

120 124
139

164

186

2013/3期 2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期

Ｍ＆Ａ
私募債
ｺﾐｯﾄ/ｼﾛｰﾝ/ｺﾍﾞﾅﾝﾂ

*1. 不動産ファンド出資関連収益除く

信託業務関連収益

不動産業務収益*1法人ソリューション収益

（億円）

主要なフィービジネス

（参考）新規利用件数（資産承継）
（億円）

（億円）

銀行合算

2,195  1,929  2,121  2,447  2,414 

875 
986 

1,140 
977  902 

45 57
109 118

1133,115  2,972 
3,370  3,542  3,429 

2013/3期 2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期

遺言信託＋遺産整理 資産承継信託 自社株承継信託

9



2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期

計画

(1) 223 △258 174 △135

(2) 243 △234 182 △110

一般貸倒引当金 (3) 235 △0 98

個別貸倒引当金等 (4) 7 △234 84

(5) △295 △439 △199

(6) 303 204 283

(7) △19 △23 △7 △25

(8) 11 26 20

(9) △16 △18 △21

＜与信費用比率＞ (bps)

(10) 8.1 △9.2 6.1

(11) 8.6 △8.2 6.3銀行合算*2

HD連結*1

うち、住宅ローン保証

うち、りそなカード

連単差

銀行合算

新規発生

回収・
上方遷移等

（億円）

HD連結

1,490 
1,144 1,059 1,091 966 

3,457 

3,107 
2,656 2,481 

2,351 

703

591

606 777
636

5,652 

4,843 

4,323 4,349 

3,954 

2.06%

1.74%

1.51% 1.51%

1.35%

0%

1%

2%

0

5,000

2013/3末 2014/3末 2015/3末 2016/3末 2017/3末

（億円）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

不良債権比率（右軸）

与信費用、不良債権

与信費用 不良債権残高・比率の推移（銀行合算）
（金融再生法基準）

*正の値は戻入を表す

HD連結・銀行合算

ネット不良債権比率*3

0.25％

*1. HD連結与信費用／（連結貸出金＋連結支払承諾見返末残） （期首・期末平均）
*2. 銀行合算与信費用／金融再生法基準与信残高 （期首・期末平均）
*3. 担保/保証・引当金控除後不良債権比率

10



217

13,970

6,930

3,306 3,515 3,483

30.4%
29.1%

26.8%

0%

10%

20%

30%

40%

0

5,000

10,000

2003/3 2004/3 2015/3 2016/3 2017/3

退給信返還分
政策保有株式残高
CET1(OCI除き)比(右軸)

評価差額

その他有価証券*1 (1) 38,276 24,597 24,033 5,554

株式 (2) 3,306 3,515 3,483 5,632

債券 (3) 31,869 16,819 14,318 △26

国債 (4) 21,511 7,602 5,441 △54

（デュレーション） (5) 3.3年 3.1年 7.0年 -

(BPV) (6) △7.2 △2.4 △3.8 -

地方債・社債 (7) 10,358 9,216 8,876 28

その他 (8) 3,100 4,263 6,231 △52

外国証券 (9) 1,430 2,398 2,586 △ 65

（評価差額） (10) 5,731 4,601 5,554  

満期保有債券*2 (11) 24,357 23,835 22,777 674

(12) 19,620 18,798 17,711 545

（評価差額） (13) 726 936 674

2017/3末2015/3末 2016/3末

国債

（億円）

有価証券

有価証券 政策保有株式

△約1兆円
（△75％）

（億円）

*1. 取得原価、時価のある有価証券 *2. BS計上額、時価のある有価証券 *3. OCI除き

 損益分岐点株価（日経平均ベース）： 6,200円程度

 2017/3期 削減額（上場分・取得原価）： 31億円
売却益（同）： 49億円

 政策保有株式に関する方針の概要

 公的資金による資本増強以降、残高圧縮に取り組み、
価格変動リスクを低減

 引き続き、保有の是非は中長期的な取引展望の実現
可能性を含むリスク・リターンの検証により判断し、
中期的に普通株式等Tier1*3比「10％台*1」に削減方針

 2017/3期からの5年間で350億円程度の削減を計画

銀行合算
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自己資本比率

国内基準 （参考）国際統一基準

12

 2017/3末の自己資本比率（国内基準）は11.69％、普通株式等Tier1比率（国際統一基準）は8.59％と十分な水準を維持
※その他有価証券評価差額金除き

HD連結

 （参考）グループ銀行

 自己資本の額の増減要因

 親会社株主に帰属する当期純利益

 配当実施額

 第6種優先株式の取得・消却

 劣後債務の償還等

＋1,614億円

△492億円

△757億円

△2,289億円

　 普通株式等Tier1資本の額 (17) 14,262 16,538 + 2,276 

基礎項目 (18) 14,776 17,214 + 2,437 

(19) 12,497 13,615 + 1,118 

(20) 2,084 3,318 + 1,233 

調整項目の額 (21) 514 676 + 161 

(22) 1,745 1,012 △732 

(23) 16,007 17,550 + 1,543 

(24) 5,111 3,698 △1,412 

(25) 21,118 21,249 + 130 

うち普通株式に係る株主資本の額

うちその他有価証券評価差額金

総自己資本の額（Tier1+Tier2)

その他Tier1資本の額

Tier1資本の額

Tier2資本の額

リスク・アセット等 (26) 149,683 153,861 + 4,178 

信用リスク・アセットの額 (27) 135,239 140,369 + 5,130 

(28) 1,553 831 △721 

(29) 10,616 10,497 △118 

フロア調整額 (30) 2,273 2,161 △112 

マーケット・リスク相当額÷8%

オペレーショナル・リスク相当額÷8%

りそな
（連結）

埼玉りそな
（単体）

近畿大阪
（連結）

(31) 11.03% 11.58% 11.51%

自己資本の額 (32) 12,013 3,330 1,546 

リスク・アセット等 (33) 108,907 28,757 13,423 

　　　　　　　国内基準　（億円）

自己資本比率

2016/3 2017/3 前期比

(13) 9.52% 10.74% ＋1.22% 

(14) 8.13% 8.59% ＋0.46% 

(15) 10.69% 11.40% ＋0.71% 

(16) 14.10% 13.81% △0.29% 

（億円）

　普通株式等Tier1比率

その他有価証券評価差額金除き

Tier1比率

総自己資本比率

2016/3 2017/3 前期比

(1) 13.53% 11.69% △1.84% 自己資本比率

（億円）

(2) 19,692 17,468 △2,224 

コア資本に係る基礎項目の額 (3) 19,976 17,759 △2,217 

うち普通株式に係る株主資本の額 (4) 12,497 13,615 + 1,118 

(5) 1,750 1,000 △750 

(6) 5,108 2,819 △2,289 

コア資本に係る調整項目の額 (7) 284 291 + 6 

自己資本の額

うち社債型優先株式
（経過措置による算入）

うち劣後債等
（経過措置による算入）

リスク・アセット等 (8) 145,525 149,308 + 3,782 

信用リスク・アセットの額 (9) 129,549 133,427 + 3,877 

(10) 1,553 831 △721 

(11) 10,616 10,497 △118 

フロア調整額 (12) 3,806 4,551 + 745 

マーケット・リスク相当額÷8%

オペレーショナル・リスク相当額÷8%



1株当たり
配当金

前期比

(3) 20.0円 ＋1.0円

　 うち中間配当 (4) 10.0円 ＋0.5円

普通配当（年間予想）

2018年3月期 業績目標

HD連結

銀行合算/各社単体

１株当たり普通配当

HD連結・銀行合算

中間期
目標

通期
目標

前期比
中間期
目標

通期
目標

前期比
中間期
目標

通期
目標

前期比
中間期
目標

通期
目標

前期比

業務粗利益 (5) 2,605 5,215 ＋38 1,770 3,575 ＋53 610 1,200 △21 220 440 ＋7

経費 (6) △1,645 △3,255 ＋12 △1,085 △2,145 △3 △375 △740 ＋8 △185 △370 ＋6

実質業務純益 (7) 960 1,960 ＋51 685 1,430 ＋51 235 460 △12 35 70 ＋13

株式等関係損益（先物込） (8) 35 110 ＋78 25 100 ＋103 - 5 △21 5 5 △4

与信費用 (9) △45 △110 △292 △35 △70 △217 - △25 △33 △5 △15 △41

税引前当期（中間）純利益 (10) 910 1,845 △172 655 1,400 △25 230 410 △85 25 40 △57

当期（中間）純利益 (11) 640 1,310 △125 460 1,000 △13 160 280 △67 20 30 △45

銀行合算 りそな銀行 埼玉りそな銀行 近畿大阪銀行

(億円）

中間期
目標

通期
目標

前期比

(1) 730 1,500 △114

　
連単差
(1)-(11)

(2) 90 190 ＋11

（億円）

 親会社株主に帰属する
 当期（中間）純利益
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@10
@12 @15@17

@0

400
300
200
100
0

100
200
300
400
500

'05/3'06/3'07/3'08/3'09/3'10/3'11/3'12/3'13/3'14/3'15/3'16/3

優先配当

普通配当

@20

 2018/3期 普通株式１株当たり配当予想：
年間20円、前期比＋１円
（うち中間10円、同＋0.5円）

 第５種優先株式（1,000億円）は、関係当局
の確認を前提として、2018/3期中の取得・
消却を目指す

上記増配実施後の配当水準を安定配当として
継続しつつ、更なる株主還元の拡充を検討

 10％を上回る

ROE*1,3の確保を目指す

：2017/3期実績 11.67％

*1.関西地銀の経営統合（2017年3月3日付基本合意）による影響を勘案 *2. その他有価証券評価差額金除き
*3. （親会社株主に帰属する当期純利益-優先配当相当額）÷（株主資本-優先株式残高）、期首・期末平均

国内基準において、
十分な自己資本を確保

国際統一基準において、
普通株式等Tier1比率*1,2で9％程度を目指す
：2017/3末実績 8.59％

持続的な企業価値向上に向け、「成長投資」「資本充実」「還元拡充」の最適配分を追求

自己資本比率目標

ROE目標

株主還元方針

（億円）

@19

‘17/3 ‘18/3（予想）

更なる
還元拡充を

検討

優先配当シフトを通じた増配を実施

資本政策の方向性
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（ご参考）事業部門別の損益概要 （1）

実質業務純益は、営業部門の減益を主因に前期比444億円の減益

△444

営業部門
△514

2016/3期 2017/3期

実質
業務
純益

2,533 実質
業務
純益

2,088

△308

＋69

コンシューマー

コーポレート 市場部門
その他

1. グループ3銀行及びローン保証子会社3社の計数を計上

2. 市場部門の業務粗利益には、株式等関係損益の一部を含む

3. 「その他」には、経営管理部門の計数等を含む

管理会計における
計数の定義

（億円）

△205

債券関係損益（先物込） △251

株式関係損益（先物込・純投資分） ＋113

社債関連 ＋53

銀行及びローン保証子会社

2017/3期 前期比

業務粗利益 (1) 4,657 △523

経費 (2) △3,175 ＋8

実質業務純益 (3) 1,482 △514

業務粗利益 (4) 2,106 △315

経費 (5) △1,671 ＋7

実質業務純益 (6) 435 △308

業務粗利益 (7) 2,551 △207

経費 (8) △1,503 ＋1

実質業務純益 (9) 1,047 △205

業務粗利益 (10) 730 ＋84

経費 (11) △124 △14

実質業務純益 (12) 605 ＋69

業務粗利益 (13) 5,388 △438

経費 (14) △3,299 △5

実質業務純益 (15) 2,088 △444

（億円）

市場部門 ・
その他

合計

営業部門

コンシューマー
事業

コーポレート
事業
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部門

資金SP

金融商品

販売
不動産 その他

'17/3期 2,106 1,570 328 38 168 △1,671

業務

粗利益
 

　

経費

2016/3期

（ご参考）事業部門別の損益概要 （2）

コンシューマー部門

【変動要因】

2017/3期

＋7
＋44＋2

部門
資金SP

金融商品
販売 不動産 その他

経費

△252

△110

（億円）

 実質業務純益は前期比308億円の減益

 部門資金SPは、金利低下影響により減少

 金融商品販売収益は、市況の影響もあり減少

コーポレート部門

 実質業務純益は前期比205億円の減益

 部門資金SPは、金利低下影響により減少

【変動要因】

△216 △31△1
＋33

＋1
ソリューション

年金
証券
信託

その他
経費

不動産
（ｴｸｲﾃｨ除く）

＋9

（億円）

2016/3期 2017/3期

△205

業務粗利益 △207
業務粗利益 △315

△308

実質
業務
純益

435

実質
業務
純益

1,253

実質
業務
純益

1,047

実質
業務
純益

743

 預金 △134
 貸出金 △78

 預金 △292
 貸出金 ＋39

 ローン役務収益＋54

部門
資金SP

銀行及びローン保証子会社

部門

資金SP
不動産

ソリュー

ション

年金

証券

信託

その他

'17/3期 2,551 1,334 96 259 181 679 △1,503

 
業務

粗利益
経費
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 お客さまと地域社会への一層の貢献を図りつつ、従来の地方銀行の枠を超えた、関西の未来とともに歩む

新たなリテール金融サービスモデルの構築

 本経営統合を通じた生産性の向上と資本基盤の拡充

 新たな企業カルチャーの構築

（ご参考）みなと銀行、関西アーバン銀行、近畿大阪銀行の
経営統合に関する基本合意について

統合グループの基本方針

統合の形態

2017年9月末頃まで（予定） 本最終契約締結

2017年11月末頃まで（予定） 本経営統合の承認に関する臨時株主総会

2018年4月頃（予定） 東京証券取引所上場廃止日（みなと銀行、関西アーバン銀行）

2018年4月頃（予定） 本経営統合完了日

2018年4月頃（予定） 本持株会社の上場日

統合スケジュール

 りそなホールディングスの傘下に中間

持株会社を設立し、みなと銀行、関西

アーバン銀行及び近畿大阪銀行の各社

が完全子会社となる持株会社方式によ

る統合を企図

【統合グループのイメージ】

近畿大阪銀行 関西アーバン銀行 みなと銀行

中間持株会社

りそなホールディングス 三井住友フィナンシャルグループ

組織形態の最適化検討

100% 100% 100%

連結 持分法適用
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本資料中の、将来に関する記述（将来情報）は、次のような要因により重要な変動を
受ける可能性があります。

具体的には、本邦における株価水準の変動、政府や中央銀行の方針、法令、実務慣行
及び解釈に係る展開及び変更、新たな企業倒産の発生、日本および海外の経済環境の
変動、並びにりそなグループのコントロールの及ばない要因などです。

本資料に記載された将来情報は、将来の業績その他の動向について保証するものでは
なく、また実際の結果と比べて違いが生じる可能性があることにご留意下さい。
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